
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

　

従
業
員
の
健
康
管
理
を
重
要
な
経
営

課
題
の
一
つ
と
し
て
と
ら
え
、
戦
略
的

に
実
践
す
る
「
健
康
経
営
」
が
注
目
を

浴
び
て
い
る
（
注
）。
企
業
は
、
健
康
経

営
を
通
じ
て
従
業
員
が
健
康
に
働
き
続

け
ら
れ
る
環
境
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と

で
、
健
康
保
険
料
の
負
担
軽
減
に
加
え
、

生
産
性
や
ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
の
向
上

な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
効
果
が
期
待
で
き
る
。

　

政
府
も
、
超
高
齢
社
会
の
到
来
や
生

活
習
慣
病
の
増
加
に
よ
る
社
会
保
障
費

の
増
大
、
従
業
員
の
心
身
の
不
調
に
よ

る
生
産
性
低
下
な
ど
、
不
健
康
に
よ
る

国
や
企
業
へ
の
悪
影
響
が
意
識
さ
れ
る

よ
う
に
な
り
、
企
業
の
健
康
経
営
へ
の

取
組
み
を
後
押
し
す
る
た
め
、
さ
ま
ざ

ま
な
施
策
を
講
じ
て
い
る
。
例
え
ば
、

経
済
産
業
省
は
東
京
証
券
取
引
所
と
共

同
で
健
康
経
営
に
積
極
的
な
上
場
企
業

を
「
健
康
経
営
銘
柄
」
と
し
て
選
定
・

公
表
し
て
い
る
（
原
則
１
業
種
１
社
、

２
０
１
５
年
以
降
毎
年
）。
ま
た
、
日

本
健
康
会
議
と
と
も
に
、
健
康
経
営
に

取
り
組
む
優
良
な
法
人
を
認
定
す
る

「
健
康
経
営
優
良
法
人
認
定
制
度
」
を

制
定
し
て
い
る
。
健
康
経
営
優
良
法
人

の
大
規
模
法
人
部
門
は
、「
ホ
ワ
イ
ト

５
０
０
」
と
し
て
知
ら
れ
て
い
る
。
な

お
、
18
年
以
降
「
ホ
ワ
イ
ト
５
０
０
」

の
認
定
法
人
数
が
５
０
０
を
超
え
て
い

る
が
、
20
年
か
ら
は
上
位
５
０
０
法
人

の
み
が
認
定
さ
れ
る
。

　

機
関
投
資
家
が
Ｅ
Ｓ
Ｇ
（
環
境
・
社

会
・
企
業
統
治
）
の
要
素
を
投
資
判
断

に
組
み
入
れ
る
動
き
が

世
界
的
に
進
む
な
か
、

Ｓ
（
社
会
）
の
一
つ
で

あ
る
健
康
経
営
へ
の
投

資
家
の
関
心
も
高
い
様

子
が
う
か
が
え
る
。
労

働
政
策
研
究
・
研
修
機

構
が
18
年
12
月
に
公
表

し
た
「
企
業
の
人
的
資

産
情
報
の
『
見
え
る

化
』
に
関
す
る
研
究
」

に
よ
る
と
、
機
関
投
資

家
（
１
９
４
６
件
）
へ

の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の

結
果
、「
開
示
し
て
ほ

し
い
人
事
施
策
や
Ｃ
Ｓ

Ｒ
活
動
に
関
す
る
情

報
」
と
し
て
、「
メ
ン

タ
ル
ヘ
ル
ス
に
よ
る
休

職
者
数
」
や
「
労
働
時

間
や
勤
務
場
所
の
柔
軟

化
の
取
組
み
」
が
最
も

多
か
っ
た
（
図
表
）。
ほ
か
に
も
「
従

業
員
の
健
康
維
持
・
増
進
に
対
す
る
取

組
み
」
や
「『
健
康
経
営
銘
柄
・
優
良

法
人
ホ
ワ
イ
ト
５
０
０
』
リ
ス
ト
に
掲

載
」
な
ど
、
従
業
員
の
健
康
管
理
に
関

す
る
回
答
が
上
位
に
挙
が
っ
た
。

　

企
業
に
と
り
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
へ

の
対
応
策
な
ど
を
含
め
た
総
合
的
な
健

康
増
進
の
取
組
み
強
化
を
通
じ
て
生
産

性
や
業
績
拡
大
・
企
業
価
値
の
向
上
に

つ
な
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

今
後
も
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
の
拡
大
が
予
想
さ

れ
、
健
康
経
営
に
関
す
る
情
報
の
開
示

も
一
層
大
切
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
注
）　
「
健
康
経
営
®
」
は
、
特
定
非
営
利
活

動
法
人
健
康
経
営
研
究
会
の
登
録
商
標
。

機
関
投
資
家
の
関
心
が
高
ま
る

健
康
経
営

（
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
「
企
業
の
人
的
資
産
情
報
の

『
見
え
る
化
』
に
関
す
る
研
究
」）

大
和
総
研　

金
融
調
査
部
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
室

主
任
研
究
員

依
田
宏
樹

〔図表〕 機関投資家が開示してほしい人事施策・ＣＳＲ情報

（注） 　機関投資家への調査期間は18年１月27日～２月19日。対象は1,946件、回収数は170
（回収率は8.7％）。

（出所） 　独立行政法人 労働政策研究・研修機構「企業の人的資産情報の『見える化』に
関する研究」調査シリーズNo. 185（18年12月）から大和総研作成。
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ぜひ開示してほしい 開示されていれば参考になる あまり重要ではない 不要である 無回答
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